
  

 

 

 

 

 

 

 

 

報道関係者 各位 

 

１２月は「職場のハラスメント撲滅月間」です 
 

 千葉労働局（局長 岩野剛）には、パワーハラスメントをはじめとした各種ハラスメント

に関する相談が多く寄せられています。 

ついては、ハラスメントのない職場づくりを推進するため、12 月を「職場のハラスメント

撲滅月間」と定め、各種取組を行います。 

 

＜実施事項＞ 

１．「職場におけるハラスメント対策シンポジウム」への参加勧奨 

「職場におけるハラスメント対策シンポジウム」を 12月 10 日（火）にオンラインで開催します。 

【内容】 

・基調講演「カスタマーハラスメント対策の現状について」 

   講師：原 昌登 教授（成蹊大学法学部） 

・パネルディスカッション「企業のカスタマーハラスメント対策の取組事例」 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．千葉労働局長による使用者団体等への要請 

  使用者団体等に対し、職場のハラスメント防止対策にかかる周知への協力を文書で要請します。 

 

３．労働者や事業主等からの相談への対応 

 千葉労働局に寄せられるハラスメント相談のうち、最も相談の多いパワーハラスメントについて

は、令和６年度上半期に１,２９５件となっており、特に保健衛生業（介護施設、病院、クリニッ

ク等）、商業（販売等）に従事する労働者からの相談が多い状況となっています【参考１（１）（２）】。 

 また、相談後、労使間で自主的な解決が困難な場合には、労働局による紛争解決援助制度又は調

停により、解決に向けた支援をしています【参考２】。 

パワーハラスメントの相談窓口：県内の各総合労働相談コーナー 

 セクシュアルハラスメント、妊娠・出産、育児・介護休業等ハラスメントの相談窓口： 

                               雇用環境・均等室 
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【参考１】千葉労働局管内のハラスメントに係る相談・指導等の状況 

  

（１）相談件数の推移                           （件） 

ハラスメントの種類 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

パワーハラスメント 2,151 2,337 1,295 

セクシュアルハラスメント 204 172 131 

妊娠・出産等ハラスメント 127 161 105 

育児休業等ハラスメント 152 139 71 

介護休業等ハラスメント 19 6 5 

合 計 2,653 2,815 1,607 

※令和６年度は９月末までの件数 

 

（２）労働者からの業種別相談件数（相談者から申出のあった場合のみ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）各ハラスメント対策に関し、企業へ個別指導を実施した件数 

 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 

年間計画件数 90 80 70 

実施件数 155 118 27 

うち助言・指導件数 74 79 18 

※令和６年度は９月末までの件数 



  

 

 

【参考２】千葉労働局における事例 

 

（１）労働局長による「紛争解決援助」の事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）調停会議による「調停」の事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【添付資料】  

資料１ ハラスメント撲滅月間ポスター 

資料２ 職場のハラスメント対策リーフレット 

資料３ カスタマーハラスメント対策リーフレット 

資料４ 就活ハラスメント対策リーフレット 

 

 

 

 

 

 

事例１：パワーハラスメントに関する事案 

【事案の概要】 

上司から大声で怒鳴られる等のパワハラを受け、事業所の相談窓口に相談したが、話を

聞いてもらえず、精神的に不調となり、休職することとなった。事業所におけるハラスメ

ントへの適切な対応及び申出人の異動による復職を求めて援助を申し出たもの。 

 

【援助の結果】 

被申出人より、相談窓口の対応については調査の結果、事実確認できなかったが、改め

てハラスメントの再発防止策として、相談窓口や全社員向けに研修を行うとの報告があっ

た。また、復職に当たり、申出人が当初より希望していた職務へ異動し、復職することを

認めるとの説明があった。 

事例２：セクシュアルハラスメントに関する事案 

【申請の概要】 

社長から身体への接触等によるセクハラを受け、精神的に追い詰められ休職することと

なった。復職できる見込みもなく、退職せざるを得ない状況のため、精神的・経済的損害

に対する解決金として 100 万円の支払いを求めたもの。 

 

【被申請人の説明概要】 

被申請人はセクハラの事実を認識の違いとはしたものの、一部認め、又、事業主として

セクハラ防止措置を講じていなかったため、対応するとした上で、本件の早期解決のため

に 50万円を支払うと示した。 

 

【調停の結果】 

 調停委員が所感を述べつつ両当事者に歩み寄りを求めた結果、解決金 70 万円を支払う

ことで合意が成立した。 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２ 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 



  

 

 

 

 

 
 

資料４ 


